
発電所の竣工時、元釧路石
炭火力発電所所長石井氏は、

「釧路石炭火力発電所はESG

(Environment Social Govern

ance、環境、社会の企業統治)
を基本に経営を行う」と述べ

ました。

釧路石炭火力発電所は、燃

料の30%に海外輸入のバイオ
マスを年間16万トン程度使用

しています。使用している石

炭の26万トンと比較してもか
なりの量が使われています。

バイオマスの種類は木質バ

イオマス、パームヤシガラ、

廃食用油、畜産廃棄物、トウ
モモロコシ、サトウキビ、ユー

グレナなどがあり、釧路では

木質バイオマスとパームヤシ

ガラを使用します。
世界的な脱炭素の流れのな

か、カーボンをゼロカウント

でカウントされる木質バイオ
マスは熱量も高く貴重な燃料

として、世界中から引き合い

が増えています。

当初、釧路火発の木質バイ
オマスの原料は、剪定枝、製

材残渣、端材などの廃材を原

料に使用するとしていました。

しかし、世界各国が再生可
能エネルギー固定価格買取制

度(FIT制度)を創設したこと
により、木質バイオマスの需

要が大幅に増加することにな

りました。
しかし、脱炭素化の社会的

要請による木質バイオマスの

大量消費は剪定枝、製材残渣、

端材などの廃材の供給が追い
つかなくなる状況が現出し、

自然の森林の伐採がどうして

も必要になる状況になってい

ます。
アメリカのノースカロラ

イナ州の山林地主のス

プライル氏は、「周辺
の天然林がどんどん伐

採されている。伐採の

目的は木質バイオマス

発電だ」(日経新聞21.

12.6)
木は成長過程で二酸化炭素

を吸収するため、それらの木

材を燃やしてもガス排出分を
相殺するとみなされ、ESGの

観点からも需要が高まってい

ます。

東京都の一般社団法人バイ
オマス発電事業者協会は、

「木質バイオマスの北米から

の輸入でも、火力発電よりも

温暖化ガスを半減できる」と
主張しています。

一方で、米国環境団体マイ

ティ・アースの日本プロジェ
クト統括マネージャーのロジャー・

スミス氏は、「天然林が破壊

されている上、燃料を輸入に

頼るならば木質バイオマス発
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発電所観察日誌
4月1日～通常運転

発電所上部において、大気放散弁の騒

音防止の防音壁の工事が始まる。(写真参

照)

発電所上部右上に騒音防止工事の鉄筋が見え
ています。



電は持続可能な発電ではない」

と指摘しています。

パームヤシガラに関しても、
世界自然保護基金(WWF.Worid

Wildlif Fund)ジャパン森林グ

ループプロジェクトマネージャ
南明紀子氏は、パームヤシガ

ラの原料になるアブラヤシ農

園開発が森林破壊につながっ

ている。
「一大産地のインドネシア

では安価な手法として熱帯林

を焼き払い、アブラヤシ農園

を拡大するケースが後を絶た

ない」

日本の1.9倍の国土面積があ
るインドネシアボルネオ島の

熱帯林面積は、1950年と比べ

半分ほどまでになっていると
のこと。

ESGを前面に掲げ、バイオマ

スを使うことにより脱炭素を

推し進める企業の事業活動は、
熱帯林や泥炭地の開発により、

温室効果ガスの発生に寄与し、

生物多様性の減少など自然環

境を壊す可能性が常につきま

と言う課題があることの考慮

が必要です。
二酸化炭素の排出量がゼロ

になることを糧に、発電所燃

料を海外バイオマスに安易に
頼ることは自然環境に弊害を

生じさせていることに目を向

けなければなりません。

釧路石炭火力発電所は、東

京の投資会社のIDIインフラス
トラクチャーズにより投資ファ

ンドが設定され、運営されて

います。
雑誌「選択」によりますと、

今年3月17日にIDIインフラス

トラクチャーズは、東京地方

裁判所から会社解散判決を受
けたとのことです。

会社側は控訴をするとのこ

とですが、会社は資金ショー

ト寸前の状態にあり、数十億
円規模の損害賠償を課される

のは必至とのことです。

現在の発電所長はIDIインフ
ラストラクチャーズの社員の

方です。

今年1月に就任なされた社長

の石坂弘紀氏はかつて一世を
風靡し、倒産したインターネッ

ト企業「ライブドア」の代表

清算人を担われて方と思われ

ます。
何度も何度も騒音公害を発

生させ、釧路と名前の持つ企

業、それも発電所という非常
に公共性の高い会社が、これ

からも健全に経営を続けて行

くことが出来るのか、疑義感

じます。

釧路コールマイン佐藤公勇

取締役は坑内埋め戻し技術の

説明の席で、「弊社としては
エネルギー産業に携わる企業

として、今後も石炭を有効活

用するための技術開発を行い、

必要とされる社会的役割を果
たしてまいりたいと思います」

と述べました。

コールマインの二酸化炭素
坑内埋戻し実証実験開始、今

年4月5日、石炭灰に二酸化炭

素を注入し鉱物化する実験施

設が完成しました。5年後をめ

どに実用化を目指すとのこと。

鉱物化される二酸化炭素の

量は5万トン、釧路発電所から
排出される二酸化炭素の量は5

0万トン。10分の1にしかなり

ません。(苫小牧は50分の1と

もっと酷い)
さらには、発電所から排出

される排煙から二酸化炭素を

取り出す施設はまだ完成して
いません。

経済的に見て、二酸化炭素

の取り出し技術は常に費用が

膨大になる問題を抱えており、

大多数の国がこの技術開発は

あきらめ、再生可能エネルギー

の技術開発に重点を移してい
ます。

過去の世界の実例において

も二酸化炭素の回収率は6～7

割に留まり(稼働しているもの
はカナダ11.5万Kw一基のみ、

アメリカの24万Kwはアメリカ

は費用がかさみ3年で終了)、
積極的な技術採用には進んで

いません。

不安視される発電所経営環境

驚きの時代錯誤の認識




